
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：25－011） 

 

１ 在パラオの折笠大使は、ウィップス大統領ほかパラオ政府要人が出席した

「ミナト橋架け替え計画」（令和 6 年度対パラオ無償資金協力、17 億 7600 万

円（約 1220 万ドル））の起工式で演説し、パラオ国立海洋保護区（PNMS）を

（※EEZ全体の）80％から 50％に縮小する改正法案の迅速な承認を要請した。 

同大使は、改正法案が承認されなければ、100 年以上続いてきた日本の漁船

によるパラオ海域での操業が来年から継続できなくなる、と強調した。 

 また同大使は、アンガウル州に交付された草の根・人間の安全保障無償協力

(GGP)資金が行方不明となっている事件に関し、未解決のままなら、日本政府

は年間 50 万から 75 万ドルの GGP 資金提供を継続できなくなると述べ、解決に

向けた支援を要請した。後日パラオ公安局が発表したところによると、アンガ

ウル州の Salii 元知事が、同州へのフェリー調達に充てられた 21 万 1600 ドル

から残った費用の 8万 6793ドルを不正に引き出した疑いで捜査対象になってい

るという。 

同大使はさらに、2026 年にパラオが主催する太平洋諸島フォーラム（PIF）

首脳会議と、2027 年の日本との第 11 回太平洋・島サミット（PALM11）が、相

互利益の推進と太平洋地域の安定維持にとって重要であると述べた。 

同大使は、「日本とパラオは、地理的、歴史的、血縁的、文化的に極めて親

密な関係にある。それゆえ、私たちの関係はパラオ語で「Tokubetsu」（特別）

という。」と語った。 

原文 

（18th July 2025, Island Times） 

原文 

（22nd July 2025, Island Times） 

原文 

（17th July 2025, 在パラオ日本国大使館） 

 

２ 7 月 23 日、国際司法裁判所（ICJ）は、気候変動に関する国家の義務につ

いて勧告的意見を発表し、岩澤雄司所長・裁判長が読み上げを行った。 

ICJ は、国家には温室効果ガス（GHG）の排出から環境を守る義務があり、そ

の履行のために相当の注意を払い、協力して行動する義務があるとの判断を下

した。また、もし国家がこれらの義務に違反した場合、法的責任を負うととも

に、状況によっては不法行為の中止、再発防止の保証、全面的な補償を求めら

れる可能性があるとした。 

https://islandtimes.org/japan-calls-on-palau-to-amend-marine-sanctuary-law-to-support-okinawan-fishing-fleet/
https://islandtimes.org/missing-86k-in-japan-grant-to-angaur-triggers-criminal-investigation/
https://www.palau.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_02075.html


国連のグテーレス事務総長は、この歴史的な判断を歓迎するメッセージを発

表し、「これは、私たちの地球、気候正義、そして変化をもたらす若者たちの

力による勝利である。」と述べた。 

2021 年、太平洋島嶼国の若者グループによる提唱から始まり、バヌアツ政府

の主導により、2023 年に国連総会は、気候変動防止のために各国が負う法的義

務及び環境に損害を与えた排出者への法的帰結について ICJ に勧告的意見を求

める決議を採択していた。 

ICJ の勧告的意見は法的拘束力を持たず、実効性を欠くとの批判がある一方

で、相当の法的・道義的権威を持ち、加盟国の法的義務を規定することで国際

法の明確化や発展に寄与している。 

今回の判断は、気候変動に関する訴訟や賠償請求において無視することので

きない強力な指標になるとともに、将来の気候変動枠組条約（UNFCCC）やその

他の国際交渉に大きな影響力を与える可能性がある。 

原文 

（23rd July 2025, UN） 

原文 

（24th July 2025, Radio NZ） 

原文 

（22nd July 2025, PACNEWS） 

原文 

（23rd July 2025, Radio NZ） 

 

３ ABC によると、パラオ政府は、米国で保護を求める「第三国の国民」の受

け入れ先となる協定案を検討している。対象となるのが不法移民なのか、又は

亡命希望者その他の人々なのか、見返りとしてパラオが何を受け取るのかなど

詳細は明らかになっていない。 

本件についてパラオのウィップス大統領は、まだ最終的決定をしておらず、

酋長会議（Council of Chiefs）に諮っていると述べた。 

米連邦最高裁は 6 月、トランプ政権が移民を母国以外へ強制送還する措置を

再開することを認めた。同政権はこれまでに移民をアフリカの南スーダンやエ

スワティニへ強制送還しており、アフリカの他国とも更なる協定締結を模索中

であると表明している。 

専門家は、パラオには難民認定の法的枠組みがないことや、限られた社会サ

ービス、公共施設の負担が増大する可能性があることを懸念するが、米国とコ

ンパクト（自由連合盟約）を締結しているパラオがこの提案を断るのは困難で

あると述べた。 

原文 

（23rd July 2025, Radio NZ） 

 

https://news.un.org/en/story/2025/07/1165475
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/567833/un-s-highest-court-finds-countries-can-be-held-legally-responsible-for-emissions
https://pina.com.fj/2025/07/22/pacific-islands-push-hard-as-international-court-of-justice-set-to-deliver-landmark-climate-ruling/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/567752/icj-climate-ruling-will-the-world-s-top-court-back-a-pacific-led-call-to-hold-governments-accountable-for-climate-change
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/567732/us-looks-to-send-third-country-nationals-to-palau-as-trump-pursues-deportations


４ 7 月 22 日、石破首相とパプアニューギニア（PNG）のマラペ首相は首脳会

談を行い、二国間関係の深化と地域協力への取り組みを再確認した。 

石破首相は、大阪・関西万博の賓客として訪日したマラペ首相を心から歓迎

するとともに、本年、外交関係樹立 50周年を迎える両国の関係を一層強化して

いきたいと述べた。 

二国間関係に関し、石破首相は、日本はこれまで教育やインフラ整備、農林

水産業といった幅広い分野で PNG の発展に寄与してきたと述べ、6 月に国立水

産大学への施設整備や訓練船供与等を行う新たな交換公文に署名したことを例

示した。 

また、石破首相は、戦没者遺骨収集事業への理解に感謝を述べるとともに、

安全保障分野でも協力が進展しており、OSA（政府安全保障能力強化支援）を

通じた協力を具体化していきたいと述べた。 

これに対しマラペ首相は、日本の協力に対して感謝の意を示した。 

さらに、石破首相は、太平洋地域の一体性と太平洋諸島フォーラム（PIF）

の「2050年戦略」を強力に支持する旨述べるとともに、PALM10のコミットメン

トを着実に実施し、PNG を含めた PIF メンバーの信頼できるパートナーであり

続けていくと述べた。 

また、石破首相は、2033年の APEC（アジア太平洋経済協力）議長への PNGの

立候補に対する支持を表明し、「GREEN×EXPO 2027」への PNG の参加にも期待

を寄せた。 

原文 

（23rd July 2025, PACNEWS） 

原文 

（22nd July 2025, 外務省） 

 

５ インドネシアの麻薬取締当局 BNN（National Narcotics Agency）によると、

国内の麻薬押収量が過去 6 年間で最大を記録する勢いであるという。2025 年の

現時点での覚せい剤の押収量は 3.41 トン（末端価格は 5 億 9000 万ドル）に達

している。 

5 月中旬には、バタム島沖で過去最高の 2.1 トンの覚せい剤が押収された。

この事案ではミャンマー沖で積み込まれた覚せい剤が、インドネシア、マレー

シア、フィリピン、台湾へと密輸されるルートが明らかになった。シンガポー

ルはこのルートに含まれていなかった。 

国連薬物犯罪事務所（UNODC）の最新報告書によると、覚せい剤の大量生産

と 2021年以降のミャンマー内戦が相まって、東南アジアにおける供給量が増加

しており、2024 年に東南アジア全域で押収された覚せい剤は過去最大の 236 ト

ンに上り、2023年から 24％増加している。 

また、同報告書によると、2024 年の覚せい剤の末端価格は地域によって大き

く異なり、ミャンマーが最も安く、1 グラムあたり約 6 ドル、インドネシアで

約 135ドル、フィリピンで 79ドル、香港で 68ドルであるという。 

https://pina.com.fj/2025/07/23/japan-png-pledge-stronger-ties-at-tokyo-summit/
https://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/ocn/pg/pageit_000001_02185.html


インドネシア大学の犯罪学者 Hendiarto 氏は、「需要が供給を左右する。今

年押収された大量の麻薬は、インドネシアやその他の地域で依然として旺盛な

需要があることを示唆している。」と述べた。 

原文 

（23rd July 2025, The Straits Times） 

 

６ ニュージーランド海軍（RNZN）の多目的艦「HMNZS Canterbury」が、無人

水上艇（USV）2 隻を搭載し、フィジー海軍との共同活動「オペレーション・カ

リプソ」の一環としてスバに入港した。 

公表された情報によると、RNZN はフィジー海軍と連携し、USV による監視を

行い、フィジーの EEZ 内で麻薬密輸を含む不審な活動を行う船舶の特定・追跡

を支援する。 

USV は燃料補給や乗組員を必要とせず、長時間の連続運用が可能である。

RNZN によれば、USV は太陽光・風力・波動で推進・駆動し、漁業資源保護、国

境警備、監視活動、海洋・気象データ収集などに活用できるという。 

原文 

（21st July 2025, Naval Today） 

 

７ マーシャル諸島の Wotje 環礁に新たに配属される海上警察のパトロールボ

ートが到着した。 

 同環礁の Lajar知事と式典に参加した同環礁選出議員である Kisino保健大臣

は、Zackhras 法務大臣、内閣、海上警察による Wotje 環礁地域への重要な貢献

に感謝の意を表した。 

原文 

（25th July 2025, The Marshall Islands Journal） 

 

  

https://www.straitstimes.com/asia/se-asia/indonesia-seizes-590m-worth-of-drugs-so-far-in-2025-a-six-year-record-haul
https://www.navaltoday.com/2025/07/21/royal-new-zealand-navy-deploys-usvs-to-fiji-for-maritime-patrols/


 

 


